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令和３年度市町村普通会計決算の概要 

本資料は、鳥取県内市町村（一部事務組合及び広域連合を除く(19 団体) ）の普通会計決算の状況を取りまとめたものです。 

 新型コロナウイルス感染症対策等の影響により、過去最大となった令和２年度に次ぐ、過 

去２番目の規模となった。 

歳 入 

歳 出 

決算収支 

歳入総額は、前年度を２３９億５３百万円下回る３，８５７億円

となった。 

歳出総額は、前年度を２７８億２百万円下回る３，７１１億３２

百万円となった。 

実質収支は黒字で、黒字額は前年度を２８億１３百万円上回る 
１０８億１９百万円となった。なお、実質収支が赤字の市町村は

なかった。 

１ 歳入 

主な増減内訳は、地方交付税の増加（９７億１２百万円増）、地方債の増加（２３億４５百万円

増）、地方消費税交付金等各種交付金の増加（１８億４３百万円増）、国庫支出金の減少（３９４

億３８百万円減）、繰入金の減少（１１億５６百万円減）である。 

 増要因としては、地方交付税について、「地域デジタル社会推進費」の創設や追加配分等により

普通交付税が増加、地方債について、可燃物処理施設の整備に伴う広域連合負担金に係る一般廃

棄物処理事業債・過疎対策事業債等の増加、臨時財政対策債の増加などが挙げられる。 

減要因としては、国庫支出金について、新型コロナウイルス対策関連で増加する要素はあった

ものの、特別定額給付金の皆減により全体としては大幅に減少したことが挙げられる。 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

２ 歳出 

主な増減内訳は、扶助費の増加（１２８億５９百万増）普通建設事業費の増加（４１億１百

万円増）、積立金の増加（５０億１９百万円増）、補助費等の減少（５３５億２百万円減）、貸

付金の減少（３６億６３百万円減）である。 

 増要因としては、扶助費について、子育て世帯・住民税非課税世帯への臨時特別給付の皆増

等により増加したこと、普通建設事業費について、鳥取市の超高速情報通信基盤整備事業、米

子市の米子駅南北自由通路整備事業等により増加したこと、積立金について、全団体が基金の

積み立てを多く行ったことにより増加したことなどが挙げられる。 

減要因としては、補助費等について、特別定額給付金の皆減により減少したこと、貸付金に

ついて、新型コロナウイルス対策制度融資に係る金融機関への預託金が減少したことなどが挙

げられる。 



 
 
 
 

３ 決算収支 

(1) 実質収支は２８億１３百万円増加し、１０８億１９百万円の黒字となった。一方、実質単年

度収支は４８億１百万円増加し、６０億５８百万円の黒字となった。 

(2) 実質収支が赤字の団体は、なかった（令和２年度もなし）。 

区  分 令和３年度 令和２年度 対前年度増減 

実質収支 １０８億１９百万円

実質単年度収支 ６０億５８百万円 

８０億６百万円 

１２億５７百万円 

＋２８億１３百万円 

＋４８億１百万円 

４ 財政構造の弾力性 

(1) 経常収支比率は、全体で４．７ポイント低下し、８４．６％となった。そのうち人件費充当

は、全体で１．８ポイント低下し、２３．９％となった。 

(2) 実質公債費比率は、全体で０.５ポイント低下し、９．５％となった。 

区  分 令和３年度 令和２年度 対前年度増減 

経常収支比率 ８４．６％  ８９．３％  －４．７ 

 うち人件費充当 ２３．９％  ２５．７％  －１．８ 

実質公債費比率 ９．５％  １０．０％  

※ 詳細は別紙のとおりです。 

－０．５ 


